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IASB審議会、「会計方針の開示（IAS第1号及び
IFRS実務記述書第2号の改訂）」を公表
 

国際会計基準審議会（以下、IASB審議会）は、2021年2月12日「会計方針の
開示」（IAS第1号及びIFRS実務記述書第2号の改訂）を公表しました。本基準
書は公開草案（ED/2019/6）「会計方針の開示（IAS第1号及びIFRS実務記述書
第2号の修正案）」（2019年8月1日公表）について寄せられたコメントを踏ま
え、審議を重ねた結果として公表されたものです。 

 

本基準書のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本基準書は、財務諸表の主要な利用者に対してより有用な情報を提供するよ
うに会計方針の開示を改善するため、IAS第1号「財務諸表の表示」及びIFRS

実務記述書第2号「重要性の判断の行使」に関して、以下の改訂を行っていま
す。 

 IAS第1号の改訂により、開示しなければならない重要性のある会計方針
かどうかを企業が判断するためのガイダンスが提供されています。 

 IFRS実務記述書第2号の改訂により、重要性の概念を会計方針の開示に適
用する際に参考となる設例が提供されています。 

なお、IAS第1号の改訂は、2023年1月1日以後開始する事業年度に有効であり、
早期適用が認められます。 
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I．改訂の経緯 
IAS第1号第117項は、企業に重要な会計方針の開示を要求しています。しかしながら、
どのような会計方針が重要な会計方針であるかについては、主要な財務諸表利用者を
含む利害関係者の間で見解が異なる場合があります。このため、企業が会計方針をより
効果的に開示できるようにするための要求事項とガイダンスをIASB審議会が開発する
ことに対する要望がありました。 

 

II．改訂の概要 
改訂の概要は以下のとおりです。 

1. IAS第1号第117項で使用されている表現「重要な（significant）」を「重要性の
ある（material）」に置き換え、以下の記述に変更する。 

「企業は重要性のある会計方針に関する情報を開示しなければならない。会計方針
に関する情報は、企業の財務諸表に含まれている他の情報と合わせて考えた場合に、
一般目的財務諸表の主要な利用者が当該財務諸表に基づいて行う意思決定に影響
を与えると合理的に想定される場合には、重要性がある。」 

2. IAS第1号第117A項を新設し、以下を明確化する。 

「重要性のない取引その他の事象又は状況に関連する会計方針に関する情報は、重
要性がないため開示する必要はない。但し、関連する取引その他の事象又は状況
の性質から、たとえ金額的重要性が低い場合でも、会計方針に関する情報に重要
性がある場合がある。また、重要性のある取引その他の事象又は状況に関連する
全ての会計方針に関する情報に重要性があるとは限らない。」 

3. IAS第1号第117B項を新設し、以下を明確化する。 

「財務諸表利用者が財務諸表の他の重要な情報を理解するために会計方針に関す
る情報を必要とする場合、当該会計方針に関する情報は重要性があると想定され
る。例えば、特定の会計方針が重要性のある取引その他の事象又は状況に関連し、
かつ、下記に該当する場合、企業は当該会計方針に関する情報が財務諸表にとっ
て重要性があると考える可能性が高い。 

(a) 企業が報告期間において会計方針を変更し、当該会計方針の変更が財務諸表
に含まれる情報に重要性のある変更をもたらした場合。 

(b) 企業が投資不動産を公正価値ではなく原価で測定する選択肢を選択した場
合のように、IFRS®基準により許容される選択肢から企業が会計方針を選択
した場合。 

(c) 具体的に適用するIFRS基準が存在しない場合にIAS第8号「会計方針、会計
上の見積りの変更及び誤謬」に従って会計方針が策定された場合。 

(d) 会計方針の適用にあたり、企業が重要な判断を下したり、仮定を置いたりす
ることが要求され、IAS第1号第122項及び第125項に従って当該判断や仮定
を開示することが要求されている項目に関連する場合。 

(e) 要求される会計処理が複雑で、企業の財務諸表の利用者がそれら重要性のあ
る取引その他の事象又は状況を理解できない場合（そのような状況は企業が
重要性のある取引の種類について一つ以上のIFRS基準を適用する場合に生
じうる）。 

4. IAS第1号第117C項を新設し、以下を明確化する。 

「企業がIFRS基準の規定を自社の状況にどのように適用したかに焦点を当てた会
計方針に関する情報は、定型的な記述やIFRS基準の要求事項を書き写し又は要約
しただけの記述よりも、財務諸表の利用者により有用な企業特有の情報を提供す
る。」 
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5. IAS第1号第117D項を新設し、以下を明確化する。 

「企業が重要性がない会計方針に関する情報を開示する場合、そのような情報は重
要性のある会計方針に関する情報を覆い隠してはならない。」 

6. IAS第1号第117E項を新設し、以下を明確化する。 

「企業が会計方針に関する情報に重要性がないと結論付ける場合であっても、他の
IFRS基準で要求される開示には影響しない。」 

7. 会計方針に関する情報の4段階の重要性プロセスを説明することを目的として、
IFRS実務記述書第2号に2つの設例を追加する。 

 

(1) 設例S - 会計方針に関する情報の定型的な開示を避け、重要性に関する判断を
行い、企業に特有の情報に焦点を当てる 

＜前提＞ 

ある企業は、顧客に携帯電話端末を引き渡しデータサービスを提供する契約を締結す
る携帯電話事業を行っている。典型的な契約は、携帯電話端末とデータサービスを3年
間にわたって顧客に提供するものである。企業はIFRS第15号「顧客との契約から生じ
る収益」を適用し、以下のように収益を認識している。 

・ 携帯電話端末の収益：顧客に提供した時点で認識 

・ データサービス提供の収益：3年間にわたって認識 

企業は、収益の会計処理において行った以下の判断を開示する。 

・ 取引価格の履行義務への配分及び 

・ 履行義務を充足する時期 

企業はこれらの契約から発生する収益が報告期間において重要性があると結論付けた。 

＜ガイダンスへの当てはめ＞ 

企業はこのような契約から発生する（a）携帯電話端末の売上収益、（b）データサービ
ス提供収益が財務諸表にとって重要性があると結論付けたため、これらの契約の収益
認識に関する会計方針にも重要性があるか評価した。 

企業は、会計方針に関する情報を開示することの影響を、IAS第1号第117B項（a）～（e）
に照らして検討した。その結果、企業の収益認識の会計方針は、例えば、取引価格の履
行義務への配分や収益認識時期など、会計方針の適用に際して企業が行う重要な判断
に関連する（IAS第1号第117B項（d））。 

企業は、IFRS第15号第123項から第126項により要求されるIFRS第15号を適用するに際
しての重要な判断情報の開示に追加して、財務諸表の主要な利用者は関連する会計方
針情報を理解する必要があろうと考える。結果、企業は、そのような会計方針に関する
情報が財務諸表の主要な利用者の意思決定に影響すると合理的に想定され得ると結論
付ける。 

例えば、取引価格の履行義務への配分を理解することは、取引の各構成単位がどのよう
に企業の収益及びキャッシュ・フローに貢献するかを財務諸表利用者が理解するのに
役立つ。また、一部の収益は一時点で認識され、一部の収益は一定期間にわたり認識さ
れることを理解することは収益に関連するキャッシュ・フローがどのように報告され
たかを財務諸表利用者が理解する際に役立つ。 

また、企業特有の判断が行われていることから、重要性のある会計方針に関する情報は
IFRS第15号の要求事項を企業が特定の状況にどのように適用したのかについての情報
も含む。 
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この結果、収益認識の会計方針に関する情報は、重要性があると企業は判断し、取引価
格の履行義務への配分や収益認識時期等の情報を開示する。 

 

(2) 設例T - IFRS基準の規定を書き写していただけの会計方針に重要性の判断を行
使する 

＜前提＞ 

ある企業の財務諸表において、有形固定資産は重要性がある。企業は無形資産又はのれ
んを保有せず、当事業年度及び比較期間において有形固定資産の減損損失を認識して
いない。前事業年度において、企業は、非流動資産の減損に関連する会計方針に関する
情報をIAS第36号「資産の減損」を書き写す形で開示し、企業特有の情報を提供してな
かった。 

＜ガイダンスへの当てはめ＞ 

減損テストの対象となる資産を財務諸表にとって重要であると特定した後、企業は減
損の会計方針に関する情報が重要であるかどうかを評価する。 

評価にあたり、企業は、減損または減損の戻入れが現在または比較の報告期間に発生し
なかったことを考慮する。したがって、企業が減損損失をどのように認識し配分するか
についての会計方針に関する情報は、財務諸表の主要な利用者にとって重要である可
能性は低い。同様に、企業には無形資産ものれんもないため、無形資産及びのれんの減
損に関する会計方針に関する情報が財務諸表の主要な利用者に重要な情報を提供する
可能性は低い。 

しかしながら、会社の減損の会計方針はIAS第1号第122項及び第125項に記載される重
要な判断及び仮定が要求される項目に関連している。企業の特有の状況を考慮して、そ
の減損評価に関連する重要な判断及び仮定は、企業の財務諸表の主要な利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に想定され得ると結論付ける。企業は、重要な判断及び仮
定に関する開示には、減損評価で使用された重要な判断及び仮定に関する情報がすで
に含まれていることに留意する。 

したがって、企業は、IAS第36号の要求事項の要約を減損に関する会計方針に開示する
ことは、財務諸表の主要な利用者による意思決定に影響を与えると合理的に想定され
得る情報を提供しないと結論付ける。一方、企業は、財務諸表の他の箇所で企業が減損
評価に適用した重要な判断及び仮定についての重要な会計方針に関する情報を開示す
る。 

 

III．移行措置及び適用日 
本改訂は、2023年1月1日以後開始する事業年度に適用します。また、本改訂を早期適
用することが認められます。早期適用する企業は、その旨を開示しなければなりませ
ん。 

以上 
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